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 農産資源認証協議会設立の目的・趣旨

 資源エネルギー庁が事業計画策定ガイドラインで示す持続可能性基準に
適合する、新たな日本発の民間主導の認証制度を確立する。

 先ずはPKSの認証制度を確立し、その後は他農産資源燃料の認証制度に
も取り組む。

協議会の特徴
・発電事業者が中心になり商社、集荷会社と連携し調達するPKSサプライチェーンの認証取
得をめざす。

・PKS発生元であるCPOミル（搾油工場）側の認証取得に依拠するのでなく、商社、集荷会
社が主体となって持続可能性基準の適合性を確認する。

・日本で認証制度の維持管理主体（スキームオーナー）を設立することで、将来行政からの
要請に柔軟に対応することが可能。
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 一般社団法人農産資源認証協議会

参加企業（2４社）（発電事業者、輸入商社）

株式会社IHI、伊藤忠商事株式会社、イーレックス株式会社、岩谷産業株式会社、

エア・ウォーター株式会社、大阪ガス株式会社、王子木材緑化株式会社、

サミットエナジー株式会社、サムスンC&Tジャパン株式会社、JFE商事株式会社、

シンエネルギー開発株式会社、神鋼商事株式会社、住友林業株式会社、

大中物産株式会社、株式会社タカフジ、東京産業株式会社、株式会社トクヤマ、

豊田通商株式会社、日新商事株式会社、日本製紙株式会社、日本紙パルプ商事株式会社、

株式会社NEWSCON、阪和興業株式会社、株式会社レノバ、

（日本グリーンコンサルタント株式会社）
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 一般社団法人農産資源認証協議会

① 名称

一般社団法人農産資源認証協議会

英文名称：Agricultural Resource Certification Council（略称、「ARC」）

② 目的

当法人は、再生可能エネルギーの持続的な供給を実現するため、農林副産物等のバイオマス燃料の
持続可能性に特化した第三者認証を整備・管理することで、当該バイオマス燃料の発電事業者及び
供給事業者に、燃料調達サプライチェーンのリスクアセスメントの実施、及び、利害関係者から信
頼されるマネジメントシステムの構築のための環境を提供することを目的とする。

（１）農産資源認証規格の整備に係る事業

（２）農産資源認証規格の管理・運営に係る事業

（３）農産資源認証の普及に係る事業

（４）農産資源供給地における環境・社会リスクの調査に係る事業

（５）農産資源供給地への環境・社会・経済面の支援に係る事業

（６）その他この法人の目的を達成するために必要な事業
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 一般社団法人農産資源認証協議会

③ 役員

代表理事 ： 株式会社レノバ 田中直行

代表理事 ： シンエネルギー開発株式会社 田中 良明

理事 ： イーレックス株式会社 都 良太郎

理事 ： 日本製紙株式会社 太刀川 寛

監事 ： サミットエナジー株式会社 全 大介
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 一般社団法人農産資源認証協議会

④ 組織体制
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 信頼ある認証団体の体制構築事業（2021年度事業計画より）

●ガバナンスを強化した組織改編準備

●外部代表理事招聘準備

●事務局体制整備構築

●情報公開の実施

●事業者の認証取得活動を支援するコンサルタントセクターの育成

「農産資源認証制度」に対する社会からの信頼性及びスキーム
オーナとしての団体のガバナンスの向上に取り組む。
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 信頼ある認証団体の体制構築事業（2021年度事業計画より）
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１．現在のステータス

 7月9日、本PKS認証規格基準を規格検討委員会承認
済み基準として発行

 3月1日、規格検討委員会（第三者委員会）において仮承認

を受けパブリックコメント募集を実施
（実施期間：4月14日～5月31日）

 パブリックコメントを受け、規格基準の修正案を規格検討委
員会に提出、審議を受ける
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２．2020年11月評価時点からの修正・変更点
（パブリックコメント後）

新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表

16



一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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一般社団法人農産資源認証協議会基準 新旧対照表
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３．持続可能性基準を満たすことの説明
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（環境）
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（環境）

環境
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（社会・労働）
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（社会・労働）
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（ガバナンス）
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（ガバナンス）
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農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（サプライチェーン認証）

29



農産資源認証協議会の基準とＲＳＰＯ基準の比較（認証審査の第三者性）
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４．今後のスケジュールについて

＜候補＞ 認定機関 ：公益財団法人日本適合性認定協会 （ＪＡＢ）

第三者審査機関 ：一般財団法人日本ガス機器検査協会 （ＪＩＡ）

2021年 2022年 2023年

1.農産資源認証としての活動 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

事業者による認証取得活動

認証機関による事業者に対する認証審査

認定機関による認証機関に対する認定審査 ◎

認定取得

認定取得認証機関による認証審査開始

2021年 2022年 2023年

2.FIT制度の対応 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

持続可能性確認に係る経過措置

2021年度　バイオマス持続可能性ＷＧ

上記で承認頂けた場合、FIT制度に適合した ◎ WGで承認 → → → → → → → → →

認証制度として認証を発行
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５．（参考）：認証審査の第三者性（FIT制度適合へのステップ）

＜候補＞ 認定機関 ：公益財団法人日本適合性認定協会 （ＪＡＢ）

第三者審査機関 ：一般財団法人日本ガス機器検査協会 （ＪＩＡ）

②認定機関が第三者審査

機関の認証審査

に同行、認定審査実施

③第三者審査機関への

認定発行

農産資源認証協議会としての取組

① 農産資源認証協議会が指定した第三者審査機

関による認証審査の実施

② 農産資源認証協議会が指定した認定機関による

第三者審査機関に対する認定審査の実施

③ 認定機関による第三者審査機関の認定

④ 農産資源認証協議会が指定した認定機関によっ

て認定された第三者審査機関による認証審査体

制が確立

認定取得後の認証発行

認定取得後の事業者に対する

認証審査実施

①事業者に対する

認証審査実施

事業者に認証発行

④認定機関からの認定取得

認証機関 認定機関

FIT制度への適応

FIT制度上で認められた場合、FIT制度に適合した認

証制度として認証を発行

対応状況
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規格検討委員会

上河 潔 （林業経済研究所）

田中 良平 （森林総合研究所）

竹ヶ原 啓介 （株式会社日本政策投資銀行）

飛田 恵理子 （東京都地域婦人団体連盟）

岡田 清隆 （日本木材輸入協会）

技術部会

柳澤 衛 （日本ガス機器検査協会）

加用 千裕 （東京農工大学）

鮫島 弘光 （地球環境戦略研究機関）

藤原 敬 （ウッドマイルズフォーラム、林業経済研究所）

山口 真奈美 （日本サステナブル・ラベル協会）

６．（参考）：諮問委員会について

規格検討委員会は学識経験者、消費者団体、シンクタンク、金融政策、および木材産業界
の代表から構成されています。
技術部会は環境保護団体関係者やLCA専門家から構成されています。
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７．（参考）：パブリックコメント

Ｎｏ

氏名

（個人情報につ

き非表示）

所属・住所

（個人情報につき非

表示）

文書番号　Ver番号

例：ST01要求事項

（申請組織）

Ver1.1

章・項・目番号

例：1.2.1

コメントのタイプ

分類：全般、技

術、体裁・編集

コメントの内容

　　文字数が多くなる場合は、下の欄に続けて記入

修正案内容

１ P01基本文書　Ver1.1 ５）p.6　1段落

技術・内容 「適合性を確実にしなければならない。」の後に、「又、申請

組織は、認証機関及び認定機関が発行する関連基準への

適合性を、当該機関が指定する期間内に確実にしなければ

ならない。」を加えたらどうか。

「適合性を確実にしなければならない。」の後に、「又、申請

組織は、認証機関及び認定機関が発行する関連基準への

適合性を、当該機関が指定する期間内に確実にしなければ

ならない。」を加筆修正

２
ST01要求事項（申請

組織）Ver1.1
p.7

技術・内容 p.7の取引の停止では「３）この規格に逸脱した場合」を入

れる必要はないか

p.7の取引の停止では「３）この規格に逸脱した場合」を加

筆修正

３

ST03　要求事項（第

三者審査機関）

Ver1.1

P6　4.3　証明書の

発行

技術・内容 JIS Q 17065:2012 7.7.1 a)では機関住所、及びc)で

は依頼者の住所を認証文書の中で明確に伝えるか識別が

可能にすること、と要求されていますが、いずれも住所につい

ての言及がありません。

認証書に申請組織と第三者審査機関の住所を記載するよ

う加筆修正

パブリックコメントで頂いたご意見を受けた修正案を規格検討委員会に審議頂きました。

34



認証範囲に含まれないが植栽エリアまで遡りDDを行う。
認証取得者は許容できない供給源由来のPKSでないことを確認する。

 許容できない供給源

1) 違法に開発された植栽エリア

2) 伝統的権利及び人権を侵害している植栽エリア

3) 高い保護価値(HCV)のある自然環境を脅かして開発された植栽エリア

4) 遺伝子組換えオイルパームが植えられている植栽エリア

5) 泥炭地など耕作限界の脆弱な土壌の開発を続けて作付けしている植栽
エリア

８.（参考）：DD（デュー・デリジェンス）
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ありがとうございました。
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